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19年３月 31日まで）について、各種介護サービス事業を開始した事業年度で全額償却を認めていた
だくことを要望いたします。 

 
４ 固定資産税の軽減措置の継続 
 （理由） 
  医療法人の開設する施設の家屋等の資産については、当初、申請によって、取得してから５年間税

額４分の１が軽減され、平成 14 年度から軽減率が４分の１から６分の１に、平成 16 年度からは、
８分の１に変更されました。 
しかしながら、医療法人の開設する介護老人保健施設においては、平成 12年度からの介護保険制
度の目的にそった質の高い施設サービスを提供しており、今後も地域ニーズに即した整備や更なる質

の向上を推進するため、この軽減措置を 2年間延長するとともに上記軽減率を従来の４分の１とする
ことを要望いたします。 

 
５ 建物等の耐用年数の短縮並びに割増償却率の引上と適用期間の拡大 
（理由） 
平成 14年３月の介護経済実態調査によると、平成 10年度以降に医療法人の開設する介護老人保健
施設の自己資本比率は低く、借入金に依存した経営となっております。更に平成 10年度税制改正に
より、平成 10年４月１日以後に取得する建物の償却方法が定額法となり減価償却費が従前に比べ小
さくなることにより、借入金返済能力が低下することが懸念されます。 
これを防止するために、現行の介護老人保健施設の用に供される建物及びその附帯設備（鉄骨鉄筋

コンクリート又は鉄筋コンクリート造）耐用年数を 39 年から 30 年に短縮すること、並びに、平成
17年度において適用除外となった建物の割増償却制度についてはこれを復活し、平成 18年４月１日
以後に取得する建物については、割増償却率割合 20％、適用期間 10年以内とすることを要望いたし
ます。 

   
 
 

Ⅱ 平成 18年度予算に関する要望 

 
１ 要介護高齢者の自然増及びケアの質の向上に対応できる予算の確保 
（理由） 

わが国の平成 12 年（2000 年）の将来人口推計では、2050 年ごろには、全人口の 3 人に１人が 65

歳以上の高齢者になるといわれており、また、寝たきり、認知症、虚弱などの要介護高齢者の数は、

25年後（2025年）には520万人に達するという推計がなされています。 

要介護高齢者の自然増に対処するためには、在宅生活の支援が必要であり、リハビリテーションを

中心とした在宅復帰機能を最重点とする介護老人保健施設においてはマンパワー（ＯＴ、ＰＴ、ＳＴ、

看護、介護職員等の現場スタッフ）の増強が決定的要因となりますので、要介護高齢者の自然増及び

ケアの質の向上に対応できる予算の確保を要望いたします。 

 
2 独立行政法人福祉医療機構の融資枠の確保 
（理由） 
介護老人保健施設開設に必要な資金の調達及び開設間もない施設や老朽化が目立つ古い施設の経

営安定化を図るために必要な資金の調達については､継続して独立行政法人福祉医療機構の融資に重
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要な役割を求めるところであり、その融資枠の確保について要望いたします。 
また、近年の気候の変化による集中豪雨や突発的な地震により被災を受け、新潟県中越地の時のよ

うな大規模な復旧作業も含め、数々の補修、修繕等を行う事例が発生しております。 
これらは予期し得ない支出であり、復旧のための修繕等の額によっては健全な施設経営を損なう結

果となる恐れもありますので、これら天変地異に伴う被災復旧に係る施設修繕等の費用について、新

たに独立行政法人福祉医療機構の無利子の融資制度の設立を要望いたします。   
 
３  介護老人保健施設の質の向上を図るための研修事業及び調査研究事業の推進のための予
算の確保 

  （理由） 
  本年 10月から改正介護保険法により居住費、食費が保険給付の対象外となるほか、平成 18年度で
は介護報酬の見直しが予定され、これらの改正による影響の検証作業等にかかる基礎調査が行なわれ

ることとなります。 
その中でより良いサービスの提供をするには、改定の主旨等の的確な情報伝達と現状を改善するた

めに必要な情報を洗い出すための調査研究は不可欠です。従って、介護老人保健施設の質の向上を図

るための研修事業及び調査研究事業の推進のための予算の確保を要望いたします。 




